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交通政策審議会第９２回港湾分科会議事録 

 

１．開催日時  

令和６年３月６日（水） 

開会 １４時００分  閉会 １６時００分 

 

２．開催場所  

国土交通省（中央合同庁舎第３号館）１１階特別会議室（WEB併用） 
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３．出席委員氏名 

＜委員＞ 

氏  名 役  職  名 

飴野 仁子 関西大学商学部 教授 

今西 珠美 流通科学大学商学部 教授 

大串 葉子 同志社大学大学院ビジネス研究科 教授 

加藤 浩徳 東京大学大学院工学系研究科 教授 

河端 瑞貴 慶應義塾大学経済学部 教授 

小林 潔司 京都大学経営管理大学院 特任教授 

篠原 文也 ジャーナリスト 

竹林 幹雄 神戸大学大学院海事科学研究科 教授 

多々納 裕一 京都大学防災研究所 教授 

丹澤 俊夫 (一社)日本経済団体連合会 ロジスティクス委員会企画部会委員 

土屋 恵嗣 （一社）日本船主協会 常勤副会長 

増田 賢宏 トヨタ自動車（株） 物流管理部長 

松本 真由美 東京大学教養学部 教授 

南 健悟 日本大学法学部 教授 

 

＜委員以外＞ 

氏  名 役  職  名 

久米 秀俊 （一社)日本港運協会 理事 
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４．会議次第 

①令和６年能登半島地震における港湾の対応について（報告）・・・・・・・５ 

②コンテナターミナルにおける情報セキュリティ対策等について（報告）・・７ 

③「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」 

（答申案）について（審議）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

④港湾計画について（審議） 

一部変更（大阪港）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

⑤サイバーポートについて（報告）・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

⑥カーボンニュートラルポートについて（報告）・・・・・・・・・・・・３０ 

  



 

 -4- 

交通政策審議会第９２回港湾分科会 

令和６年３月６日 

 

 

【総務課長】  定刻でございます。ただいまより交通政策審議会第９２回港湾分科会を開

催いたします。 

 本日の進行役を務めます港湾局総務課長でございます。 

 かねてより分科会で御案内のとおり、本分科会では紙資料の削減を行いまして、ペーパー

レス会議としております。委員の皆様にはタブレット端末とその操作方法の説明資料、会議

次第、配席図を配付しております。お手元の資料の確認をお願いいたします。議事の最中に

端末に不具合が生じた場合には、お手数でありますが、スタッフまで申し出ていただきます

ようお願いいたします。 

 本日は会議とウェブでの併用での開催となっております。会場にて出席の方々におかれ

ましては、ウェブ出席者の方が聞き取りやすいよう、御発言の際には大きな声ではっきりと

お話しいただければと存じます。 

 それでは、初めに、港湾局長より御挨拶申し上げます。 

【港湾局長】  おはようございます。港湾局長でございます。本日、年度末の大変お忙し

い中、また足元の悪い中、第９２回港湾分科会に御出席賜り誠にありがとうございます。 

 さて、能登半島地震から、はや２か月が経過いたしました。先般、総理大臣や国土交通大

臣などが現地入りされた際に、私自身も現地に入り、いろいろ見てまいりました。港湾の被

害は、さることながら、あわせて、隆起してしまった漁港の様子だとか、あるいは町中もテ

レビで報道されているのを見るだけではなかなか分からないような、各所で痛ましい被害

状況が、実際現場に行くと感じられた次第です。こういった場合、もうあれだけの大災害で

すので、国民全体でしっかり能登地域、北陸地方を支えていかなければいけないと心を新た

にしたところでございます。 

 そういう中で、被災地の港湾は特に、これから復旧のための資材・機材をいろいろ出し入

れしなければいけない拠点にもなりますし、地元の方々のなりわいの拠点になるところで

ありますので、しっかり早期に復旧復興を図っていかなければいけないと思っております。

そういうこともありまして、先週３月１日に、予備費から、約２００億円に上りますが、港

湾・海岸の復旧の経費を閣議決定していただきました。この２００億円ではまだまだ全然道
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半ばではあるんですけども、取りあえず、本当に急ぐ部分についてしっかりこれを使って、

早期の復旧を図ってまいりたいと考えてございます。 

 本日の分科会では、そういった能登半島地震における港湾の対応につきまして御紹介さ

せていただきますとともに、先般から御議論いただいています、港湾法に基づく基本方針の

答申案、そして大阪港湾計画の一部変更について、御議論いただく予定となっております。 

 本日、限られた時間となりますけれども、委員の皆様方の活発な御審議、御議論をお願い

申し上げまして、冒頭の御挨拶とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

【総務課長】  港湾局長は公務のため、ここで退席いたします。 

 また、本日、一般社団法人日本港運協会の会長、久保委員が欠席でございますけども、久

保委員に代わって専門的な御意見をいただくため、同協会理事の久米秀俊様に御出席いた

だいております。 

【理事】  よろしくお願いいたします。 

【総務課長】  本日の委員の出席状況を御報告いたします。本日は、委員１６名中１４名

に御出席いただいております。交通政策審議会令第８条に記載されている定足数に達して

いることを御報告いたします。 

 それでは、議事に入りたいと思います。なお、カメラの撮影はここまでとさせていただき

ます。 

 以降の進行は分科会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  それでは、早速ですが、議事に入りたいと思います。 

 本日は、報告事項４件、審議事項２件を予定しております。まず、報告事項の令和６年能

登半島地震における港湾の対応について、事務局から説明をお願いいたします。 

【海岸・防災課長】  港湾局の海岸・防災課長でございます。令和６年能登半島地震にお

ける港湾の対応について御説明をさせていただきます。 

 今回の地震を受けて、港湾の防災・減災対策のあり方について、改めて防災部会に付託し

て検討を行うという内容でございます。資料１－１の１ページ目でございますけれども、若

干内容が前回の御説明と重複する部分もございますが、御容赦いただければと思います。 

 １ページ目、地震による被害状況でございます。左上の写真にあるとおり、岸壁の被害に

加えまして、背後の荷さばき地等においても大きな被害が生じているというような写真も

含めて載せております。今回の地震は、半島という地理的制約のある地域で起こったという

こともありまして、震災以降、自衛隊等により、海上ルートによる支援活動が行われました
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けれども、利用可能な岸壁においても、今お示ししたような岸壁、それから背後の荷さばき

地が被災したということがございますので、利用制限のかかったような状態での運用とな

った箇所もあるということでございます。 

 続きまして、２ページ目でございます。施設の点検・利用可否判断と応急復旧でございま

す。発災直後から、左にあるとおり、テックフォースが現地に入りまして、施設の点検、そ

れから利用可否判断を行ったということでございます。その後の支援活動等を早期に行う

ために、右にあるとおり、早期の利用再開に向けた応急復旧も実施したということでござい

ます。 

 他方、こういった中でも、利用可能な岸壁が限られていたということもありますので、こ

ういった、お示ししたような利用可否判断だとか応急復旧、こういったものをいかに迅速に

やっていくかというようなところが今後の課題の一つであると思ってございます。 

 続きまして、３ページ目でございます。今回の地震では、港湾法の第５５条の３の３に基

づきまして、港湾管理者である石川県からの要請を受けて、港湾施設の一部管理を行ったと

いうことでございます。今お示ししているとおり、バースの調整であるとか、先ほどお示し

したような応急復旧、こういったものをやったわけでございますけれども、この管理代行制

度というのが、熊本地震を受けて、教訓を踏まえて制度化したということですけれども、制

度化して以降に、このバース調整といったものを本格的にやった初めてのケースというこ

とでございますので、今後に向けまして、こういった運用面の検証も行う必要があるかと考

えてございます。以上が背景の部分です。 

 続きまして、資料１－２を御覧いただければと思いますけれども、資料１－１で御説明し

たような状況を踏まえまして、今般、国土交通大臣から交通政策審議会に対しまして、令和

６年能登半島地震を踏まえた、港湾の防災・減災のあり方について諮問がなされておるとい

うことでございます。 

 ２枚目に諮問理由をおつけしております。第１パラグラフに書いてあるのが今ほど説明

をしたような内容でございます。第２パラグラフ以降にあるとおり、港湾の防災・減災対策

の基本的な方向性でありますけれども、そういった方向性については、令和５年、昨年の７

月に交通政策審議会から、気候変動等を考慮した臨海部の強靱化のあり方ということで一

旦答申がなされているということでございますけれども、今回能登半島地震を受けて明ら

かになった課題、先ほどお話ししたような課題について重点を置いて、改めて検討する必要

があるということでございますので、今般諮問をしたということでございます。 
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 なお、３枚目と４枚目に、同日付で交通政策審議会から港湾分科会にと、さらに港湾分科

会から防災部会にそれぞれ付託がなされておるということでございます。こういった内容

で諮問をさせていただいて、付託をして、今後、港湾分科会の防災部会で、港湾の防災・減

災対策のあり方について議論していきたいと考えてございます。説明は以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございます。ただいまの説明に関しまして、御質問などがござ

いましたら発言をよろしくお願いいたします。いかがでしょうか。よろしいですか。御質問

がないようです。大丈夫ですね。 

 次の議題に移りたいと思います。報告事項、コンテナターミナルにおける情報セキュリテ

ィ対策等について、事務局より説明をお願いいたします。 

【港湾経済課長】  港湾経済課長でございます。コンテナターミナルにおける情報セキュ

リティ対策等について御説明申し上げます。 

 お手元の資料、１ページを御覧ください。昨年７月４日、名古屋港のコンテナターミナル

のシステムがランサムウェアに感染いたしまして、約３日間にわたり、コンテナの搬入・搬

出作業が停止し、物流が大混乱に陥ったところでございます。これを受けまして、我々のほ

うで、コンテナターミナルにおける情報セキュリティ対策等検討委員会を昨年７月、設置い

たしました。９月に第２回を開催いたしまして、緊急的対策について御議論をいただきまし

た。 

 そのような中で、これまで港湾におけるサイバーセキュリティ対策は、事業者の任意の協

力の下になされてきていたと。そのため、サイバーセキュリティ対策を担保するための制度

的な枠組みが必要ではないかという議論の流れとなりまして、第３回、第４回を経まして、

本年１月にこの検討委員会の取りまとめがなされました。 

 取りまとめの内容は大きく３点ございます。港湾運送事業法の観点から、事業計画を国が

審査する仕組みを導入するというもの、サイバーセキュリティ基本法の観点からは、重要イ

ンフラに港湾分野を位置づけるというもの、そして経済安全保障推進法の観点からは、一般

港湾運送事業を経済安全保障推進法の対象事業とすることが必要であると考えられるとい

うものでございます。これら３点の対策を通じまして、港湾のサイバーセキュリティ対応能

力の強化、底上げを図っていきたいと考えております。 

 次のページを御覧ください。港湾運送事業法に基づく措置に関してでございます。具体的

には、港湾運送事業への参入などに際しまして、審査を受ける必要がある事業計画に、今回、

障害が発生しましたターミナルオペレーションシステム、ＴＯＳの概要や情報セキュリテ
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ィ対策の確保に関する事項の記載を求め、事業計画に定める業務を確保することを通じ、情

報セキュリティ対策を確保していくというものでございます。こちらに関しましては、本年

２月１６日に改正港湾運送事業法施行規則を公布いたしまして、３月３１日、同規則を施行

することとしてございます。 

 次のページを御覧ください。サイバーセキュリティ基本法における重要インフラの位置

づけと行動計画という資料でございます。現在、この左側にございますように、サイバーセ

キュリティ基本法に基づいて、サイバーセキュリティ戦略が策定され、さらに、分野ごとに

行動計画というものが策定されてございます。これまで港湾運送の分野は物流分野の中に

入っておりましたけれども、物流だと、どうしても港湾の記述が少ないということで、新た

に港湾分野を独立して位置づけ、官民が一体となって協力しながらサイバーセキュリティ

対策を進めていくというふうに変えていきたいと考えてございます。この３ページの右下

にございますような取組を今後推進していきたいと考えているところです。 

 続きまして、４ページ目を御覧ください。経済施策を一体的に講ずることによる安全保障

の確保の推進に関する法律の一部を改正する法律案の概要でございます。こちらに関しま

しては、経済安全保障推進法に基づき、特に、国民生活に重要な影響を及ぼすもの、それら

を基幹インフラ制度という名の下に守っていくとしてございます。真ん中にございますよ

うに、これまで１４分野が規定されてございました。この中に新たに港湾運送を加えるとい

う改正を行う予定でございます。こちらに関しましては、先月末に閣議決定されまして、現

在、改正法案を国会に提出したという状況でございます。 

 この制度が導入されますと、特定社会基盤事業者に一般港湾運送事業者も入りますけれ

ども、ＴＯＳなどのシステムを導入する際に、事業所管大臣である国土交通大臣、さらには

必要に応じて関係行政機関に協議を行いまして、意見をいただいて、必要がある場合には勧

告や命令を行うという仕組みとなってございます。 

 次のページを御覧ください。新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会、最終

取りまとめ（概要）でございます。当該委員会に関しましては、昨年の６月に中間取りまと

めを行いました。本年２月に再度、委員会を開催いたしまして、その後の時点更新、時点修

正を行ってございます。特に大きな点といたしましては、この下の今後の取組の方向性の中

の基本的な取組方針、それの右側のところでございますけれども、今般の名古屋港事案の発

生、並びにそれを受けてのサイバーセキュリティ対策の強化を踏まえまして、情報セキュリ

ティ対策を強化していくというものをしっかり取組方針として位置づけてございます。 
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 私からの説明は以上となります。 

【分科会長】  ありがとうございました。ただいまの説明に関しまして、御質問などがご

ざいましたら御発言をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

【委員】  どうもありがとうございました。サイバーセキュリティについては、前回のと

きにも申し上げましたけれども、日本の荷主にとって、日本の港が何らかの形で止まるとい

うことは大きな影響があると思います。昨年の名古屋港では実質止まったのは数日だった

ので、これについては、すごく早い復旧をしていただいたと思いますけれども、御存じだと

思いますが、とは言いながら日本の荷主は大きな影響を受けたというのも事実です。 

 名古屋港は、御存じのとおり、戦略港湾の京浜・阪神と比べても物量的には変わらない重

要な港湾という中で起こったということで、日本の荷主としては、戦略港湾である京浜や阪

神で、このようなことが二度と起こらないようにとは思ってはおりますが、サイバーアタッ

クというのは、絶対的に１００％防ぐことはできないというところで、サイバーアタックを

受けた後の対応、要は本当にシステムが止まったときのＢＣＰも今後、視野に入れていただ

きたいと思っております。 

 これについては、企業が、システムが止まったときのＢＣＰをいろんな形で検討している

のと同じように、検討されているは思いますけれども、対応していただきたい。あと、この

ようなサイバーアタックは言い方は悪いですが日々進歩していると、思いますので、定期的

な見直しもやっていかないと、気がついたら陳腐化していたというようなことのないよう

にしていただければと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。事務局、何かございますか。よろしいですか。 

【港湾経済課長】  事務局でございます。まさに委員御指摘のとおり、サイバーアタック

を防ぐということも重要ですけれども、受けた後の復旧の過程におけるＢＣＰの策定は非

常に重要だと考えてございます。今回、名古屋港の事案を受けまして、様々な関係事業者さ

んと意見交換を行いました。そういう中で、私も問題点として感じましたのは、災害対応の

ＢＣＰというのは今大抵の港湾運送事業者で策定はしているんですけれども、システム障

害、サイバー攻撃を前提としたＢＣＰというものは、策定されているところはほとんどない

というような状態でした。 

 今後、このサイバーセキュリティ対策を強化していく中で、システム障害、サイバー攻撃

を前提としたＢＣＰを策定していただくということは非常に重要であると考えております。

そのため、港湾運送事業法に基づいて事業計画に記載する項目の中に、サイバーセキュリテ
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ィ対策に関するＢＣＰの策定も求めていきたいと考えているところでございます。また、実

効性のあるものとするために、監査などを通じまして、しっかりと対策の実施状況もチェッ

クしていきたいと考えてございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

【委員】  １点確認をさせていただければと思います。資料には、港湾運送事業への参入

等に際してというふうに、新規参入をベースに考えられているように文言上お見受けでき

るのですが、既に港湾運送事業者の既存の事業者についても、事業計画の変更などを求める

ものなのかどうかについて御確認させていただければと思います。 

【分科会長】  お願いします。 

【港湾経済課長】  ここのところの「等」というのは参入時だけではございませんで、既

存の事業者さんに関しましては、事業計画の変更の認可というものを取っていただくとい

うふうにしてございますので、「等」と入れさせていただいております。なお、既存の事業

者さんに関しましては、この改正規則の施行後１年間の猶予期間を設けまして、その１年間

の猶予期間の間に変更の認可を受けていただくこととしてございます。 

【委員】  ありがとうございます。 

【分科会長】  よろしいですか。他。 

【委員】  大丈夫です。 

【分科会長】  他によろしいですか。 

 それでは、次の議題に移らせていただきたいと思います。審議事項の「港湾の開発、利用

及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」（答申案）について、事務局から説

明をお願いいたします。 

【港湾計画審査官】  基本方針の答申案について説明をさせていただきます。 

 まず、資料３－１でございます。今回の変更内容につきましては、前回分科会で説明した

文案を基に、分科会でいただいた御意見などを踏まえまして、一部内容を修正したものとな

っております。 

 まず１ページ目ですけれども、こちらは基本方針の変更の主な内容でございまして、前回

の分科会で御説明したとおりで変更点はございません。 

 続きまして、２ページ目でございます。２ページ目から１１ページまでが基本方針の本文

の変更箇所を表しております。資料中の赤字が前回の分科会でお示しした変更箇所でござ

いまして、青文字が、いただいた御意見などを踏まえて、前回の分科会以降に修正を行った
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箇所になってございます。 

 ページをめくっていただきまして、次ページ以降も同様に内容を修正してございます。い

ただいた御意見と基本方針への反映の考え方については、また別の資料３－２で後ほど御

説明をさせていただきたいと考えております。 

 続きまして、資料１２ページです。基本方針の変更のスケジュールになります。前回の１

月３１日の分科会での審議の後、関係行政機関と協議、そして港湾管理者への意見照会、そ

してパブリックコメントを行っております。本日は、基本方針の変更について答申案を御審

議いただきたいと考えておりますけれども、本日の審議結果を受けまして、交通政策審議会

より答申をいただきましたら、年度内に、基本方針の変更告示に向けて手続を進めさせてい

ただきたいと考えております。 

 以降の資料については、参考資料でございますので、説明は割愛をさせていただきます。 

 続いて、資料３－２につきまして説明をさせていただきます。前回の分科会での御審議、

そして関係省庁との協議、港湾管理者への意見照会、パブリックコメントでいただいた御意

見の概要とその意見への考え方になります。 

 ２ページ目にまず前回の分科会での御意見について記載してございます。まず１点目で

すけれども、国際コンテナ戦略港湾政策の委員会での取りまとめでの記載内容について、基

本方針と表記を合わせてはどうかという御意見をいただいてございます。こちらにつきま

しては、集貨に関する取組ですとか、あとはコンテナターミナルの脱炭素化の取組などにつ

いて例示・列挙させていただくといったことで表記ぶりを合わせるという修正をしており

ます。 

 ２点目でございますけれども、労働環境の改善に関しての御意見になりますが、港湾労働

者以外の方の労働環境改善についても読めるようなといった御意見をいただいてございま

して、こちらについては、港湾に関わる様々な労働者の良好な労働環境確保ということで表

現ぶりを修正しております。 

 続いて、３点目でございます。「災害時のリダンダンシーの確保」で用いておりますリダ

ンダンシーという言葉についての御意見でございます。英語では、御指摘のとおり無駄とか

冗長といった意味で利用されているところでありますけれども、国土強靱化基本計画など

で利用されておりますように、政府では防災分野においてこの言葉を予備の手段を意味す

る用語として利用しているということでございまして、このままの記述とさせていただけ

ればと考えてございます。 
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 続いて、４点目でございます。気候変動を前提として外力が変わることに関連する取組と

いうことで、今回の協働防護の取組について記載をしてございます。これをもう少し分かり

やすくするように修文してはというような御意見をいただいてございます。ということで、

気候変動を前提として外力が変わることを踏まえまして、関係者が揃えて対応していくと

いうことが分かりやすくなるように、官民の多様な主体が集積する港湾の特性ですとか、物

流産業機能の継続が目的であるということが分かるような修文をしてございます。 

 ５点目ですけれども、賑わいという言葉の打ち出し方についての御意見でございます。港

湾の役割としては、賑わいのある港だけではなくて、落ち着きやまた癒やされるなど、そう

いった役割もありますので、一律の方向に向かうことがないような様々な方向性があると

いったことを同時に伝えてほしいといった御意見をいただいてございます。各港の独自性

が魅力になるといった視点について、いま一度基本方針の本文を、変更箇所以外も含めて見

直しをしてみたところ、「みなとが持つ文化・歴史、静穏な水域、自然や多彩な景観等、様々

な観光資源を磨き上げ、地域のブランド価値を向上させるような美しく快適で安全な港湾

空間を形成することが重要である」という記載もございました。こういった観点も大事であ

るといったことも併せて伝えていくとともに、こういった港の独自性を考慮して、関連する

取組を進めてまいりたいと考えてございます。 

 ６点目ですけれども、地域ブロックでの港湾間の連携に関する記述についての御意見に

なります。広域的な災害発生時において、代替港湾の検討など、港湾相互間の連携について

追記をする変更案を御提案させていただいておりましたけれども、まずタイトルについて、

地域ブロックだけではなくて全国規模でもやるということであれば、「または」ではなく、

「及び」ではないかということでございますので、「及び」に修正させていただいておりま

す。また、災害発生後のみならず、事前の対策として港湾間で連携するべきではないかとい

った御意見もございましたので、「事前の対策も含め」という表現で修正をしてございます。 

 以上は分科会での御意見を踏まえての修正、考え方でございます。 

 続いて、関係行政機関の意見についてでございますが、前回の港湾分科会で御提示した案

を調整する段階で、事前の御意見をいただいておりましたので、その後の協議については、

意見はございませんでした。 

 続きまして、港湾管理者側からの意見でございます。基本方針の記載ですとか、また変更

の手続に関する意見や、特定利用港湾の取組についての御意見をいただいております。 

 まず１点目でございますが、特定利用港湾の運用整備方針の方針のみが示されている段
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階で、基本方針を変更するのは時期早尚ではないかと。円滑な利用の枠組みですとか、具体

的な内容を示した上で意見照会するべきではといった御意見を頂戴しております。 

 特定利用港湾の運用・整備方針の内容については、前回の分科会でも報告がありましたよ

うに、昨年１２月に開催された関係閣僚会議で示された「『運用・整備方針』の骨子」に記

載があるとおりでありまして、概ねそのまま運用・整備方針とされるものでございます。全

体像を明らかにして意見照会をさせていただいておりまして、その旨を御理解いただけれ

ばと考えております。 

 ２点目でございます。新たな財政負担を求めないことですとか、既存事業の促進に影響が

ないようにするなど、事業スキームを明確にした上で基本方針を変更するべきといった御

意見でございます。港湾整備につきましては、この特定利用港湾に関わる港湾整備につきま

しては、民生ニーズへの対応を基本としておりまして、従来の公共事業のスキームにて実施

する方針でございます。引き続き、港湾管理者の意向ですとか、あとその財政負担の状況も

踏まえまして、御理解をいただきながら事業を実施してまいりたいと考えてございます。 

 ３点目でございます。民生利用への影響を懸念する意見についてでございますが、本文の

各箇所に「民生利用を主としつつ」という記載をさせていただいておりますので、こちらの

原案のままとさせていただきたいと考えております。今後、港湾管理者との間で円滑な利用

の枠組みを設けるに当たって、民生利用を主とした取組を進めてまいりたいと考えてござ

います。 

 また４点目でございます。特定利用港湾に係る港湾の利用の在り方は、基本方針において

重要な項目でありまして、今後、関係閣僚会議において、特定利用港湾の取組が追記・変更

されるような場合において、港湾分科会の審議を含め、基本方針の変更の手続をせずに随時

変更が可能になるのではないかということで疑問があるという御意見をいただいておりま

す。こちらにつきましては、港湾の利用の在り方の変更など、港湾に関する重要事項に該当

する内容の変更については、その都度、港湾分科会に御報告し、必要に応じて基本方針の変

更などの対応を行うべきものであると考えてございます。 

 次のページになります。特定利用港湾の取組についての御意見になります。５点目でござ

いますが、既存の法令の下での利用の調整を行うということ、また、民生利用を主とするこ

とから既存の事業スキームに基づき実施するということでありまして、特定利用港湾に指

定する必要性とは一体何なのかということを明確に示してほしいという御意見でございま

す。こちらについては、これまで自衛隊、海上保安庁が空港・港湾を利用する際に、必要な
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ときにその都度、利用調整を行っていたところでございますけれども、港湾管理者との間で

あらかじめ利用調整の枠組みを設けて調整できるようにしておくことで、これまで以上に

円滑な利用が可能になるということでございます。ということでの必要性を示していると

いうことでございます。 

 ６点目でございますけれども、特定利用港湾の整備に係る予算の計上方法について公表

してほしいとの意見でございます。特定利用港湾の予算の配分については、予めこのための

予算を取り置いて、その中から配分するといったものではございません。港湾予算全体の中

で、民生利用のための必要性で予算の配分を判断するということを前提としておりまして、

自衛隊・海上保安庁のニーズも踏まえつつ、総合的に個々の事業の配分を判断した結果、特

定利用港湾の予算額が決まっていくということになります。 

 続きまして、７点目でございますけれども、特定利用港湾に指定された場合、また指定さ

れなかった場合に、港湾管理者に何ら具体的な対応が生じるのかという質問でございます。

特定利用港湾に指定された場合には、円滑な利用の枠組みに基づきまして連絡・調整体制を

構築し、その中で意見交換を行っていくということを想定しております。この取組について、

繰返しになりますけど、民生利用を主として既存の法令の下での利用調整を行いまして、既

存のスキームで整備を行うということを想定しておりますので、従来の利用や整備の進め

方に大きな変更が生じるものではないと考えてございます。 

 以上が港湾管理者からの意見とそれに対しての考え方でございます。 

 次のページは、パブリックコメントにおける意見と考え方についてでございます。３０日

間パブリックコメントを行いまして、２７者から２９件の御意見をいただいております。 

 まず１点目の御意見ですけども、特定利用港湾に関係する御意見でございます。防衛体制

の強化のために自衛隊・海上保安庁のニーズに応える整備を行い、また平素から円滑な利用

を図るようにするための基本方針の変更には反対という御意見でございます。この特定利

用港湾に係る取組については、政府が定めた国家安全保障戦略に基づきまして、関係閣僚会

議で共有された認識の下、安全保障環境を踏まえた対応を実効的に行うために進めること

としております。本取組を行うに当たって、港湾管理者をはじめとした関係者に御理解いた

だくことが重要であるとともに、港湾の利用整備の方向性に関する内容であることから、港

湾行政の指針である基本方針の変更を行いたいと考えているものでございます。 

 ２点目の御意見についてでございますが、特定利用港湾について、兵站基地として利用さ

れることについて、民業が追いやられるということで、雇用が損なわれ、経済的損害をもた
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らすおそれがあるのではないかという意見でございます。特定利用港湾における円滑な利

用の枠組みは、自衛隊・海上保安庁の優先利用のためのものではなく、あくまでも港湾法な

どの既存の法令に基づいて、円滑に施設の利用について調整するための枠組みであるとい

うことでございます。 

 ３点目の御意見ですけれども、特定利用港湾となることで、港湾が攻撃対象となるのでは

ないかという御懸念の御意見でございます。特定利用港湾は自衛隊の基地を設置するもの

ではなく、円滑な枠組みが設けられた場合にも、自衛隊・海上保安庁による平時の利用が行

われる状況に大きな変化はなく、そのことのみをもって、当該施設が攻撃目標とみなされる

可能性が高まるとまでは言えないと考えてございます。 

 ４点目の御意見です。「民生利用を主としつつ」についての御意見ですけれども、御意見

の内容については、原案各所に趣旨として反映されているものと考えてございます。 

 ５点目の御意見ですけれども、ＡＩターミナルの実現に関しての御意見でございます。こ

のＡＩターミナルの実現などの取組を進めるに当たって、ステークホルダーとして特に港

湾労働者との合意が必要であるということで追記してほしいとの御意見ですけれども、こ

の取組は、港湾労働者を含む関係者の御理解と御協力が重要であるということでございま

して、今後も、丁寧な説明に努めて必要な取組を進めてまいりたいと考えてございます。 

 ６点目への御意見ですけれども、クルーズの取組についてでございます。クルーズの取組

が大型客船による旅客の輸送に偏重していると。また、その目的地として、観光の価値を高

めていくためには、舟運事業などを活性化させることが有効である。舟運の活性化のために

は、開かれた港湾施設が必要であるけれども、数が少なく、限られた利害関係者の中で使用

権が独占されているようなケースが見られるので、水域占有の事務なども含めて今後検討

してほしいとの御意見をいただいております。海外のクルーズ船社や観光客にとっての目

的地としての価値を高めていくことは重要であり、小型船で港湾や運河などを周遊するよ

うな観光需要への対応も重要であると考えております。水域占用の方向性も含めていただ

いた御意見を参考にさせていただきたいと考えております。 

 以上がいただいた御意見とそれに対しての考え方になります。 

 資料３－３につきましては新旧対照表、そして、資料３－４は修正箇所を反映した答申案

でございます。基本方針の変更についての説明は以上になります。 

【分科会長】  ただいま説明のありました内容につきまして、御質問などがございました

ら御発言をお願いいたします。いかがでしょうか。よろしいですか。 
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 お願いします。 

【委員】  御説明いただきありがとうございました。今回はパブリックコメントも含めて

多くの意見をいただいているようです。主な意見は、特定利用港湾の運用に関わるもののよ

うです。いただいている御懸念は確かに理解できる一方で、今回のご提案は、基本的には従

来から既に行われていることを、より円滑に行うための枠組みをつくることだと私どもは

理解しております。その意味では、回答されている内容でそれほど大きな問題はないのでは

ないかと考えます。 

 １つだけ、港湾管理者等の財政負担や港湾管理者の意向がどのように反映されるのか、と

いう懸念への回答が気になりましした。４ページ目でしょうか、状況も踏まえつつ事業を実

施しますという回答をされているのですが、この「状況も踏まえて事業実施」という意味が、

この表現ぶりだと不明確なのではないかという印象を持ちました。もし少し追加で御説明

いただけるようであれば、懸念が払拭されて明快な回答になるのではないかと思います。も

しお考えがあれば教えていただければと思います。以上です。 

【分科会長】  お願いいたします。 

【委員】  発言の場所は分かりますか。 

【計画課長】  失礼しました。管理者からの意見の２つ目ですね。 

【委員】  ２番です。 

【計画課長】  ありがとうございます。港湾管理者の御意向、当然これは例えば防衛省や

海上保安庁の艦船がその港湾を使用したいというときに、港湾管理者の都合とも擦り合わ

せて調整をしなければいけないということになります。 

 それから財政負担については、事業の進捗状況などを踏まえてということになろうかと

思いますので、財政負担の状況というよりも、現地の事業の進捗状況であるとか、もうちょ

っと広いニュアンスにしたほうがいいのかと思いますので、御意見に対する考え方の修正

を考えたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。よろしいですか。 

【委員】  御説明いただきありがとうございます。私の理解では、港湾管理者の意向や財

政負担の状況についても、基本的には、従来から行っていたのと同じやり方を踏襲するのだ

と理解しているのですけれども、その考え方で正しいでしょうか。今のお話だと、今回から

新たに、状況に応じて港湾管理者の意向や財政状況を踏まえるようになる、というように、

これまでとは異なる方法へ変更されるかのようにも聞こえてしまいます。これまでの方法
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から特に変更はないという理解でよろしいですか。 

【計画課長】  変更はございません。ここの書き方がよくなかったのかと受け取ってしま

いましたが、今回新たな枠組みを設けることで、調整をより明確に、カウンターパートをし

っかり明らかにした上でできるということになります。また、港湾管理者の意向がどうなの

か、どのタイミングで調整すべきなのかとか、どういう内容について関係者の意見を伺うべ

きなのかと、そういったところは明らかになると思っております。おっしゃるとおり、基本

的なところは今までとやり方は変わらない。それをよりはっきりさせるということです。 

【委員】  分かりました。 

【分科会長】  ありがとうございました。他よろしいですか。 

【委員】  いいですか。今、委員が言われているところで、私は、それに多分相当するよ

うなところを最近見ることがあったので。お国の安全とかの問題なのですごく大事な話で

すけど、一方で、すごく、もともとキャパが知れている港にどばっと機材を展開しているよ

うなところもあったりするので、どこか大体想像つくと思うんですけど、そういうところは、

管理者側のほうがかなり気にされると思うんですよね。だから、それはよくよく話を擦り合

わせるのが必要なのと、それから言葉、非常に大事なことなので優先すべきは国のことでし

ょうけど、その辺り、足らない地元のそういったキャパ、ないしはそれに接続するような港

湾関連の道路とか、もうかなり深刻な状態のところを見ているので、それはいろいろと手当

等、附帯条項でもいいので、何か文言があったほうがいいかとは思いました。以上です。 

【計画課長】  おっしゃるとおりだと思っております。港湾管理者の目で気になるところ、

利用状況などをどう考えるのか。例えば、港湾のお客様とか労働者の方々が何を気にされる

のかと、そういったところを港湾管理者の目線で見てもらい、調整の中に入れるべきだと思

っております。このような回答で宜しいでしょうか。 

【委員】  回答ということでもちろんそれでいいかと思うんですけど、多分これから個々

の事例でそういうのは出てくると思うんです。あっちこっちで。だからそれは、できればこ

ういった基本方針の中の、言ったらメモランダムみたいな形でもいいから、何か但書みたい

のがあったほうが、本来的にはあれでずっとそういった懸念は少なくなるかと思ったんで

す。 

【計画課長】  基本方針に附帯条項がある、書き方を含めて、今おっしゃった考え方は全

くそのとおりだと思いますので、対応を考えたいと思います。 

【分科会長】  他よろしいですか。 
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 今の委員のお話を議事録に記載ということで、まず対応させていただきたいと思います

が、基本方針の答申案、委員からも非常に重要な、取りまとめと言っていただいたほうがい

いかも、確認をしていただきまして、部分的に表現を修文するところが出てくるかも分かり

ませんが、それに関しては分科会一任と、会長一任ということにさせていただき、必要な修

正を行った上で、交通政策審議会長に報告したいと考えておりますが、よろしいでしょうか。

よろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。そのように進めてまいりたいと思います。 

 次に、港湾計画の一部変更についての審議に移ります。大阪港について事務局から説明を

お願いいたします。 

【港湾計画審査官】  それでは、大阪港の港湾計画の一部変更について説明をさせていた

だきます。 

 次のページをお願いします。大阪港の全景を今、御覧いただいております。今回の計画変

更の対象箇所ですが、南港東地区のこの赤色で示されている場所になります。もともと水面

貯木場として利用されていた場所でございます。現在も水域となっております。 

 次のページをお願いします。下の真ん中の図にございますように、既定計画におきまして

は、鋼材ですとか金属くずを取り扱う公共埠頭、これが２バース、位置づけられております。

そして、背後に倉庫など物流施設の立地を想定した港湾関連用地が計画されております。こ

のうち在来貨物船の大型化を踏まえまして、ＮＨ１（－１３ｍ）の岸壁については整備に着

手をしております。ＮＨ２（－１２ｍ）については、まだ需要が顕在化してないことから整

備には至ってございません。 

 既定計画の策定以降の状況変化でございますけれども、大阪港は輸入貨物が多い港でご

ざいます。貨物の小口化、多頻度化といったことが進展してございます。港湾直背後ではこ

うした貨物の仕分けですとか流通加工などが可能となる物流施設の土地需要が非常に高く

なっているという状況でございます。特に南港東地区においては、高速道路との交通網が整

備されているということですとか、あとコンテナターミナルやフェリーターミナルにも近

いということでございまして、当地区の活用によって、リードタイムの短縮ですとか、物流

効率化に寄与することが期待されております。 

 また、鋼材、金属くずの取扱いにつきましては、舞洲地区の北港白津岸壁の周辺に、現在、

鋼材の取扱倉庫の立地が近年相次いでいるという状況でございます。北港白津岸壁におい

て鋼材・金属物の取扱機能を集約することなどによって、より一層の物流効率化が見込まれ
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るということでございます。 

 こうした状況変化を踏まえまして、大阪港における港湾機能の再配置を行い、南港東岸壁、

このＮＨ２の背後の土地利用を港湾関連用地へ変更するとともに、南港東岸壁の全面水域

と、また係留施設の計画の見直しを行うのが今回の計画変更の内容になります。 

 ３ページ目は、既定計画と今回計画の計画図の対比でございます。次の４ページ目は、今

回計画の内容の基本方針との適合性を確認しているものでございます。 

 大阪港の計画変更の内容についての説明は以上になります。 

【分科会長】  ありがとうございます。ただいま説明のありました内容について、御質問

等がございましたら御発言をお願いいたします。お願いします。 

【理事】  御説明ありがとうございます。 

 今回の一部変更の趣旨については十分理解をしております。今回、港湾関連用地に変更す

る部分についてですが、水際線を持っております。考えれば、すごく大事な水際線を持って

いるということで、例えばその背後の港湾関連用地について、売却をするのか、もしくはリ

ース、借地として利用するのか、そういったいろんな工夫があるのかと思います。 

 今後、そこを利用する物流事業者さんにとっても、水際線があるということは大きなメリ

ットがあり、大きなインセンティブにもなるのかと思います。この港湾計画に位置づけるこ

とではないと思いますが、今後の利用方法、売却なのか、借地なのか、その辺のところ何か

について教えていただけたらと思います。以上です。 

【分科会長】  お答えよろしくお願いします。 

【港湾計画審査官】  御質問ありがとうございます。今回の港湾関連用地に関係して、港

湾管理者の大阪市がどういったことを今後、この土地を売却するのか、リースにするのかと

いった考えを持っているかについての御質問ですけれども、現段階では、一応売却をすると

いうことを基本的な考え方としてお考えのようでございます。ただ一方で、理事からの御意

見にあったように、水際線も有しているといった貴重な場所であるということも踏まえま

して、そういった場所であるということも伝えた上で、今後の土地利用について考えていっ

てほしいという話は、また港湾管理者にお伝えをしていきたいと考えてございます。 

【分科会長】  よろしいですか。 

【委員】  御説明ありがとうございました。資料の２ページ目の右の図を拝見すると、港

湾関連用地は陸地になるという理解でよろしいでしょうか。そうしますと、もともとの既定

計画では、港湾関連用地と埠頭用地の間に隙間がありますが、右の今回の計画では、その隙
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間は維持したまま、埠頭用地が港湾関連用地になるという変更案ですが、この陸地を下の港

湾関連用地とつなげなくてよいのか確認をさせていただけないでしょうか。海のままにな

っているように見えます。よろしくお願いいたします。 

【港湾計画審査官】  御質問ありがとうございます。２ページ目でお示ししている図面が、

現状の航空写真の上に計画の内容を表示させていただいているものですけれども、今、委員

から御指摘があった、透明になって水面になっているように見える場所に関しては、臨港道

路の計画に位置づけておるところでございまして、こちらについては土地として一応計画

上はつながっているというものでございます。恐らくその次のページの３ページ目を御覧

いただくと、臨港交通施設の計画が、既定計画においても今回計画においても位置づけられ

ているということが御確認いただけるのではないかと思います。以上です。 

【委員】  ありがとうございました。 

【分科会長】  その他いかがですか。よろしいですか。 

【委員】  少しややこしい質問になってしまうかもしれませんが、一般に考えてみて、こ

ういう変更をしたことによって、全体として、どういいのかということが分かりにくいと、

いつもこういう計画変更のときに思ってはいたんです。今回の場合は、埠頭がある予定だっ

たところがなくなってしまうと、比較的大きな変更が含まれるんだけれども、こういう形の

土地利用に変更することによって、こんなにいいことがあるのであるから、こういう変更を

認めるべきであるということかとは思ってはいるんですが、それを理解するには、少し内容

が分かりにくいというか、非常に抽象的な表現をしていただいているような気がしており

まして、その辺のところをもう少し補足していただいて、この変更によって、どういう便益

というか、効果があるのかということを、しないときに比べてどうなのかという意味におい

て言っていただけると大変助かります。よろしくお願いします。 

【港湾計画審査官】  御意見どうもありがとうございます。まず初めに、今回の計画を変

更することによって、どのようないいことがあるのか、便益があるのかという話でございま

すけれども、定量的にお示しすることができる資料はこちらには御用意できておりません

けれども、まず、港湾関連用地が、この需要が高まっている南港東のエリアにおいて増える

ことによって、コンテナですとかフェリーですとか、こういった貨物を取り扱う方々が、内

陸部の倉庫ではなくて、港湾の直背後の倉庫などを利用できるような場所がさらに拡張さ

れるということで、物流の効率化が図られるという、こういったメリットがございます。 

 また、同じように、在来貨物を扱う、北港白津岸壁についても、ちょうど背後にそういう
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鋼材ですとか金属くずを取り扱う事業者が進出しているということになりますと、そのす

ぐ近くにそういった埠頭を利用できるような環境を整えるということは、物流効率化のた

めに役に立つと理解してございます。 

 以上がこの計画変更による便益、また物流効率化の内容になります。今後、また資料のつ

くり方ですとか、また、つくる際に参考にさせていただきまして、全体としてどのようによ

くなるのかといったことも含めて表現できるように気をつけてまいりたいと思っておりま

す。以上です。 

【分科会長】  よろしいですか。その他どうですか。よろしいですか。 

【委員】  このような一部変更、小さな変更というのは、その場その場で臨機応変に、状

況に合わせて対応ができるという意味ではいいのかもしれませんけれども、細かな変更が

重なって、その地域あるいは港の未来像、全体像というのが、どんどんすり替えられていく

というか、見えなくなっていっているのではないかと思います。長期構想はどうであったか、

あるいは、こう変えることによって、全体像、未来像はどのようになるのかということをし

っかりと考えた上で、きちんと計画なりも見ていく必要があるかと思います。 

 その場その場で、事業者のいろいろな都合もあるかと思います。荷さばき地が足りなくな

ったから変えてほしいとか。ただ、いろんな事情、状況があるとは思いますけれども、全体

像、未来像をしっかりと持ち続けた上で、変更なりを加えていくのか、考えていく必要があ

るかと思います。以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。よろしいですか。 

【港湾計画審査官】  どうもありがとうございます。 

 全体像を見ながら、今後も一部変更なのか、それとも、これは全体像を変えないといけな

いような変更なのかといった目で確認をさせていただいて、手続をさせていただきたいと

考えております。ありがとうございます。 

【分科会長】  いろいろ御意見をいただきました。一番最初のメインの売却かリースか。

これは根本的なことですので、港湾管理者の中でも最重要課題で検討されておられると、そ

ういうふうに判断させていただきたいと思います。 

 それから、あと、港湾というのは極めて目標が多元的で、一つの目標に絞り切れない。だ

からこそ、委員がおっしゃった長期的な位置づけ論というか、そういうのが必要だと。これ

は港湾計画の宿命みたいなものですけど、それを常に確認しながら前に進めてまいりたい

と思います。そういうコメントをいただいたんだろうと思いますけれども。 
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 この大阪港の港湾計画というスペシフィックな問題に関しては、これで私はいいように

思うんですけれども、そういうことで、答申案についてお諮りをしたいと思います。 

 答申、国土交通大臣に提出された大阪港の港湾計画については適当であるという答申で

御異議ございませんでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、答申案のとおり報告させていただきたいと思います。ありがとうございました。 

 次の議題に移ります。報告事項、サイバーポートについて、事務局から説明をお願いしま

す。 

【港湾情報化企画室長】  港湾局港湾情報化企画室長です。サイバーポートについて、前

回は、令和４年の１１月の審議会で御報告させていただきましたが、今日初めての方もいら

っしゃるかと思いますので、概観して御説明させていただければと思います。 

 １ページはサイバーポートの全体像でございます。現在、港湾についていろいろな情報を

やり取りしながら業務が進んでいるわけですけれども、そういった紙、電話、メール等で行

われているやり取りを電子化した上で、港湾を取り巻く様々な情報がうまくつながるよう

な環境を構築して、港湾全体の生産性向上を目指すということで、国土交通省で情報プラッ

トフォームの構築を進めております。主な取組は下の図にございますけれども、左側の港湾

物流分野、それから右側の港湾管理分野、港湾インフラ分野と大きく３つの取組を進めてお

ります。 

 次のページでは、これまでの進捗、また今後の歩みというところをスケジュールでお示し

しております。この取組自体は、この表のもっと左側の平成３０年度頃からスタートしてお

りまして、現在６年目になります。 

 まず、取組が先行したのが港湾物流分野で、令和３年度から運用を開始しており、現在３

年目でございます。前回報告以降の大きな進展としては、令和４年度末に、ＮＡＣＣＳ、財

務省さんが運営している、貿易や通関に関するシステムでございますけれど、こちらとサイ

バーポートがシステム上直接つながるという対応をさせていただいております。また今年

度から、図にありますように、民間の貿易プラットフォームであるＴｒａｄｅＷａｌｔｚと

の連携にも取組をさせていただいておりまして、ネットワークの拡充に努めているところ

でございます。 

 また、中段の港湾管理分野につきましては、令和６年１月、つい先々月になりますけれど

も、システムの稼働を開始したというところでございます。 

 それから、下段の港湾インフラ分野につきましては、令和５年４月から、まず１０港を対
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象に運用を開始しておりまして、来年度、令和６年度からは、戦略港湾・拠点港湾・重要港

湾の１２５港を対象に運用を開始、また令和７年度からは、地方港湾も含めて全ての港湾の

データが見られるようにという形で順次データの拡充を進めております。 

 次お願いします。ここからは各分野の状況になります。 

 まず港湾物流分野です。資料の右肩に、「令和３年４月～稼働」と各分野に入れさせてい

ただいております。港湾物流分野の概要でございますが、上に概念図的なものをお示しして

おります。ジグザグした矢印が右側のように真っすぐ情報が流れるような概念図をお示し

しております。左側の現状の課題として、ファクスですとか一部電子化された情報などを、

それぞれ、いろんな民間事業者様がやり取りをしながら貿易の手続が進んでいるという状

況がありますけれども、なかなか一貫して電子化されておらず、情報伝達手段が変化すると

ころで打ち換えだとか、転記ミスだとか、そういったものが起こるという課題があります。

これを、サイバーポートを介して、民間事業者間の情報のキャッチボールをサイバーポート

が仲立ちするような形で、うまく電子的に情報が流れるような形に持っていけないかとい

うことで進めております。 

 左下の図は、少し前ですけど、令和３年度に実証事業をやらせていただいたときの効果で

す。２割から６割程度の時間削減効果を確認しているところです。右下のサイバーポート利

用登録状況ということで、折れ線グラフの下が会社の数になります。それから上の緑の線が、

１つの会社で複数の事業種を登録できるということで、その延べの事業種になります。それ

ぞれ、順調に推移させていただいておりますけれども、内訳を見ると、普及が進んでいる事

業種とそうでない事業種がございますので、バランスの取れた利用者集団になるように引

き続き取り組んでいければと考えております。 

 次のページでございますけれども、利用拡大に向けた取組でございます。幾つかの柱を立

てさせていただいておりますけれども、プラットフォームは参加者が多ければ多いほど効

果を発揮するというところになりますので、その拡大が重要な取組と考えております。左側

の例でいきますと、展示会に昨年は出展させていただいたり、対面でのワークショップ、コ

ロナも明けて少し対面の活動なんかも活発にさせていただきながら、効果的にＰＲをさせ

ていただいているというところです。 

 それから、右側のネットワーク拡充というところです。先ほども言及させていただきまし

たが、ＮＡＣＣＳですとか、ＴｒａｄｅＷａｌｔｚといった関係するシステムとうまくつな

がって、全体としてデジタルで情報が流れていくような環境をつくっていく。その間にサイ
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バーポートが入っていけるように、という形で進めております。 

 下段のその他の取組ですけれども、例えば経済産業省さんが進めている貿易ＤＸに関す

る検討会への参画ですとか、今後サイバーポートのデータの利活用を考えていければとい

うことで、そういったところも対応を進めているところです。 

 次に、サイバーポートの港湾管理分野、この１月から稼働した部分の概要になります。こ

の港湾管理分野につきましては、港湾管理者に対する行政手続ですとか、港湾統計、港湾調

査に係る業務の電子化、効率化を目指す取組になっております。下の図に示すように、大き

く３つの箱があります。青い箱、緑の箱、茶色い箱がありますけれども、特にポイントとな

っておりますのが左上の青い箱と右側の緑の箱の連携の部分になります。 

 左上の青い箱でございますけれども、先ほども物流分野でも少し御説明させていただき

ましたＮＡＣＣＳとの連携になります。既にＮＡＣＣＳの中では、船舶の入出港届ですとか、

係留施設の使用許可申請というのが電子化されているんですけれども、なかなか可視化さ

れていないとか、申請状況が利用者側から見ると分からないので、申請してみないと空いて

いるかどうか分からないといった状況があります。これを事前にバースウィンドウという

もので申請状況が見られるようにした上で、空いているところに申請するという仕組みを

今回構築しています。こういう取組で電子申請率をさらに高めていきたいと考えておりま

す。 

 そして、電子申請率が高まったものを右側の緑の箱の統計業務のほうに生かしていけれ

ばと考えております。このＮＡＣＣＳとこのサイバーポートの統計の取組が連携すること

によりまして、サイバーポートの統計側では、ＮＡＣＣＳのデータをうまく使って、初めか

ら、一から統計の調査票を入力するのではなく、ＮＡＣＣＳの情報をかなり活用した上で、

足らない部分だけ少し足して、統計の調査票が提出できるようになると、こういう仕組みが

この１月、２月から稼働をしているというところでございます。これによりまして、港湾統

計には様々な課題がありますけど、その正確性ですとかスピードアップを進めまして、デー

タに基づく港湾政策の実現に寄与できればと考えております。 

 次のページでございますけれども、このサイバーポートの港湾管理分野の取組に参画い

ただいている港湾の今の状況でございます。もちろんこれは今の状況ということで、さらに

拡大していければと考えておりますけれども、特に、右側の緑の箱の統計の部分が比較的多

く参画いただいているところが御確認いただけるかと思います。下の字で書いております

けれども、対象の１６６港に対して現在１１１港に参画いただいているというところでご
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ざいます。 

 次のページをお願いします。サイバーポートの港湾インフラ分野でございます。イメージ

が伝わりやすいので画面を貼りつけたものを図に置いておりますけれども、ＧＩＳという

情報システム、こちらの上で視覚的に港湾計画図ですとか、そこから施設の情報を辿ってい

けるような情報プラットフォームを構築しているところでございます。平常時からこうい

った情報を利活用して、様々な検討を、例えば維持管理業務ですとか、投資計画の立案なん

かを行っていただくような活用もしていただけると考えておりますし、また、平時からそう

いった情報を使えるようにしておくと、例えば今般も能登半島地震がございましたけれど

も、いざというとき、災害が起こったときに、ここの施設はどうなっていたかというような

情報も、このＧＩＳのプラットフォーム上から容易に探すことができるようになります。 

 実際、１月に能登半島地震が起こったときも、私のほうで担当しているデータベースがあ

りましたので、そちらから情報を探すようなこともやっていたんですが、このサイバーポー

トはまだ間に合っていなかったんですけども、サイバーポートができると、地図上からすぐ

にこの施設の情報はどうなんだというのが探せるようになると考えております。 

 以上、サイバーポートの進捗についての御報告でございました。ありがとうございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。ただいまの内容につきまして、御質問等をいた

だきたいと思います。 

【委員】  どうもありがとうございます。大体これはいつも聞かせていただいていますし、

それから港湾情報化企画室長と別の委員会とかでもいろいろ意見交換させていただいたの

で、おっしゃることはよく分かるんです。その際も申し上げたと思いますし、多分ここでも、

令和４年のときに申し上げたかもしれませんけど、この手のやつは、アジアはもう相当行っ

ていますので、御存じだと思いますけども、かなり日本は遅れていて、ようやくこいつに行

ったかという感じです。それは喜ばしいことだと思うんです。 

 ただし、他のアジアの国のやつをよく調べられたら出てきますけども、どうしてもこれは、

今回出されているやつでも、情報を吸い上げるほうというのは割とばっちりいけるんだけ

ども、逆に下ろしていくほう、エンドユーザー、これがたくさんいないと駄目ですという話

だったので、エンドユーザーにどういう情報が利用可能なのかということをうまく設計し

ないと、これと同じ手法じゃありませんけど、例えばＴｒａｄｅＬｅｎｓみたいなことにな

ったりしかねないのと。 

 それから、かなりの、こういう外貿を基本的に描いていますけど、相当数が内貿で使われ
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ることもありますので、今みたいにトラックドライバーの話とかになってくると、内貿で相

当負荷が港湾もかかってきますので、その内貿の方々はさらにこれから遠いので、そういっ

た方々、エンドユーザーに十分、何を下ろしていくかと。だから、統計の、要は正確さとか

そういう、こっち側の上げてもらっている側はよくなると思うんですけど、エンドユーザー

の便益がかなり大事で、アジアの国は結構それを考えているところが多いんですよ。じゃな

いと使ってくれないのが分かっているんで。これからさらに改良されると思うんですけど

も、その辺をよろしくお願いしますということを申し上げたいです。以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。その他いかがですか。お願いします。 

【委員】  御説明ありがとうございました。私はＧＩＳが専門ですので、サイバーポート

について、先日、事前説明で御紹介いただいてよかったです。 

 資料の７ページの連携の例の中で、もしかするとこの１０の中に入っているのかもしれ

ませんが、地理院地図という、国土地理院が公開しているウェブＧＩＳがありますが、地理

院地図に非常に多くの情報が入っていて、例えば能登の被災状況なども、被災後すぐに地理

院地図に「能登半島地震」という項目が追加されて、例えば正射画像や垂直写真、津波浸水

域データなども載っておりますので、もし連携されていないようでしたら、地理院地図と連

携して、このサイバーポートのＧＩＳに取り込まれるとよいのではないと思いました。以上

です。 

【港湾情報化企画室長】  ありがとうございます。初めに委員から御指摘というか、御助

言というかでございますけれども、エンドユーザーの便益というところかと思います。説明

の中で少し言及したんですけれども、データ利活用みたいなところを、データが入ってきた

後の世界として追求していければということで、スタディーを最近、始めたところでござい

ます。委員がおっしゃるように、エンドユーザーに参画するメリット、提供するとこういう

データも見られるようになるよ、みたいなところも十分意識した上で進めていければと思

いました。ありがとうございます。 

 それから、委員からいただいたところでございますけれども、外部データの取り込みにつ

いて、地理院地図も、十分意識して進めていければと思います。ありがとうございます。 

【分科会長】  ありがとうございます。その他いかがでしょうか。 

【委員】  御説明ありがとうございます。 

 先ほど委員からも助言があったかと思いますけれども、エンドユーザーをどうやって増

やしていくのか、ユーザーさんをどうやって増やしていくのかというのが非常に重要かと
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私自身も思っております。実際にあの資料でも、貿易ＤＸの実現のため、さらなる利用者の

拡大やネットワークの拡充に向けた取組を推進されているということではございますけれ

ども、現在ユーザーさんの中では、例えばですけれども、現状で十分満足していると、もし

かしたら思っている事業者さんの方も中にはいらっしゃるかもしれません。そうなってき

ますと、利用者拡大に向けた取組といった場合に、新たな投資が必要なのではないかとか、

新たなコストがかかってくるのではないかというような懸念等も、もしかしたらあるのか

なとも推察されます。 

 そこで、例えば、どのぐらいのコストがかかるのか、逆にコストがかからないから、こち

らのほうがメリットがあるのかといったことを丁寧に御説明していただくとか、もしくは

場合によっては、新たな導入に当たって、場合によっては、費用の補助等も必要になってく

るかもしれません。そういったことも検討していただいてもよろしいのかと思いました。 

【分科会長】  ありがとうございました。他いかがですか。 

【理事】  資料の６ページを見ておりますと、既に導入している港が、地方の港が多いよ

うです。今後、コンテナ戦略港湾で、こうした取組を進めていくことが大事だと思っており

ますが、国際コンテナ戦略港湾におけるサイバーポートの導入の取組が今どうなっている

かお聞きできたらと思います。 

 国際コンテナ戦略港湾などには、多数のターミナルがあって、それぞれを異なった事業者

さんが運営していることが多いかと思います。事業者がそれぞれ既存のいろいろなソフト

のITシステムを持っていらっしゃるというところもあろうかと思います。そうしたところ

で、どうやってサイバーポートとリンクさせていくのか、連携させていくのかというあたり

も大事な課題かと思います。その辺はいかがでしょうか。 

【分科会長】  事務局、お願いできますか。 

【港湾情報化企画室長】  ありがとうございます。初めに中小事業者とかの導入に当たっ

てのハードルをいかに改善していくかという観点のお話をいただきました。まず、サイバー

ポートには、なかなかこの時間でうまく説明できなかった部分もあるんですけれども、大き

く２つの仕組みを用意していまして、一つが対策になるかと思ったんですけど、ウェブ画面

で、もう特に初期投資もなく、ログインすれば利用できるというウェブ画面も用意している

というところでございます。そこでまず手軽に使っていただいて、本格的に使いたいとなる

と、自社様のシステムとＡＰＩで連携したほうが、よりふだんの仕事の環境を変えないで仕

事ができるみたいなところもありますので、そういった段階的な導入拡大みたいなところ
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もできるような仕組みとしては備わっております。 

 また、利用料金の体系につきましても、先般発表させていただいたんですけれども、まず

分かりやすさということで月額固定料金、６,６００円というところでさせていただいてお

ります。これは聞く人が聞くとすごく安いなと思われるんですけど、それでも月にほとんど

数件しかやらないという人には高いなという印象も一方であるかと思っております。そこ

で、利用の少ない方については、月何件までは無料という、課金しないというところも併せ

て用意させていただいておりまして、そういったところ、料金施策も含めて、まず使わなく

ても取りあえず登録してやってみようというところになるような料金体系を導入しており

ます。 

 また、コスト面の支援につきましては、先ほど経済産業省さんの検討会と連携してという

ことは御説明させていただいたんですけども、経済産業省さんのほうで、割と手厚めに民間

事業者さんへの補助みたいなものも予算化されているようなところがありますので、そう

いったところともうまくタイアップして進めて、現状も進めているし今後もやっていけれ

ばというところを考えております。 

 それから、戦略港湾に向けた普及というところでございます。おっしゃるように戦略港湾

や、もともと取扱いの大きいところほど電子化が我々よりも先に進んでいるみたいなとこ

ろがありますので、そこを乗り換えていただくということは基本スタンスとしてはなくて、

サイバーポートはそれらの港とＡＰＩを通じてつながっていければという思想ではやって

おりますけれども、それでも既存の仕組みが出来上がっているというところにこの仕組み

を混ぜていくというのはなかなか容易ではないというところでございます。 

 その中で、特に戦略港湾の中でいきますと、渋滞対策とかそういった観点でＣＯＮＰＡＳ

とか、そういったところを進めております。まずはそういったところから活用いただくなど

の取組を進めて行きますと、ＣＯＮＰＡＳの裏でサイバーポートが情報の受渡し役として

連動していますので、ユーザーの方はＣＯＮＰＡＳを使っているんだけど裏でサイバーポ

ートが動いているみたいな形で、間接的にサイバーポートを使う。そういう形で少しでも戦

略港湾の課題解決に役立てていただいて、また、ＣＯＮＰＡＳだけじゃなく、他の部分も使

ってみようかという形に広げていければと考えております。 

【分科会長】  ありがとうございました。他よろしいでしょうか。オンラインの方々もよ

ろしいですね。 

 それでは、次の議題に移ります。報告事項、カーボンニュートラルポートの形成について、
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事務局から説明をお願いします。 

【産業港湾課長】  産業港湾課長でございます。私から、カーボンニュートラルポートに

関しまして、資料６－１、６－２を用いまして御説明をさせていただければと思います。本

日は、昨年６月２２日の第８９回の港湾分科会で御報告をさせていただいて以降変化があ

った点について、御説明させていただければと思っております。 

 １ページ目、２ページ目につきましては、改めてになりますけれども、１ページ目にござ

いますように、カーボンニュートラルポートにつきましては、このオレンジ色の部分、脱炭

素化に配慮した港湾機能の高度化により、荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形

成するということ、青色の部分、港湾及び臨海部において、水素・アンモニア等の受入環境

の整備を図り、産業の構造転換及び競争力の強化に貢献する、この２つによりまして、我が

国が目標としております２０５０年カーボンニュートラルの実現に貢献するということが

目的になっております。 

 そして２ページでございますけれども、そのための方策といたしまして、港湾法を改正い

たしまして、法律の概要の１．の②のところになりますけれども、官民連携がして、その港

湾での取組を定めた港湾脱炭素化推進計画の作成をすること、もう一つは官民連携して、話

をして、方向性を決めていける港湾脱炭素化推進協議会の組織を枠組みとして立ち上げた

ところでございます。 

 進んでいただきまして、３ページです。この状況を踏まえまして、現在、全国７８港湾で

港湾脱炭素化推進協議会等が設置されているところでございます。 

 ４ページでございます。こちらがカーボンニュートラルポートの形成に関します今の状

況をバーチャートにしたものでございます。赤い線が２本入っておりまして、左側の線が前

回御報告させていただいたところ、右側の赤い線が今回ということで、この間の変化につい

て御説明をさせていただければと思っております。本日は、その中で、黄色で囲んでおりま

す３行目から５行目、ＣＮＰ認証、水素を燃料とする荷役機械の導入、水素等の受入環境整

備、こちらについて御説明をさせていただきたいと思っております。順番が入れ替わってい

ますので、また後ほど御説明させていただきます。 

 なお、国際連携の観点から、この赤２本の線の間にアメリカのカリフォルニア、ロサンゼ

ルスにおきまして、昨年１０月２０日に、港湾脱炭素化と、あとグリーン海運回廊、これに

関するシンポジウムを開催したこと、及び１２月１６日に、我々国土交通省とシンガポール

運輸省の間で、グリーン及びデジタルの海運回廊の協力に関する覚書を締結したと、こうい
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った動きもございます。 

 ５ページをお願いいたします。５ページ目につきましては、水素を燃料とします荷役機械、

具体的にはＲＴＧの導入に向けた検討状況でございます。水素を燃料とする荷役機械を現

場に導入するための実証実験を行うこととしておりまして、現在、実証実験を始めていると

ころでございます。左の真ん中あたりにございますけれども、横浜港の南本牧地区、神戸港

のポートアイランド地区、この２か所で実証実験を開始しているところでございまして、そ

の左下にございますけれども、スケジュールとしましては、令和５年度から６年度にかけて

現地に入る前の準備を行っているところでございまして、７年度から現地実証に入る予定

です。 

 実際やることにつきましては、右側でございますけれども、まさに水素を燃料とするＲＴ

Ｇを実荷役に投入するということと、ＲＴＧの稼働のために必要な水素の供給・運搬等を行

うということを想定しております。これによりまして、必要な基準等の改正などを行いたい

と考えているところでございます。 

 進んでいただきまして、６ページでございます。６ページにつきましては、この四角の中

にございますように、水素等の受入環境整備を２０５０年カーボンニュートラルの実現に

向けまして、これまでにない大規模な水素等を供給するサプライチェーンの構築が必要だ

という前提の中で、我々のみならず、これまでにない量の水素・アンモニア等を扱うことに

なりますので、安全を含めまして、今、関係する法令の所管部局において必要な見直しが行

われているところでございます。 

 これを受けまして、港湾の方も関係します技術基準等を改正するということが、下の左に

ございまして、その後に、この大量の水素の輸送をしっかりと拠点化、あと二次輸送をする

という検討を進めていくことを想定しておりまして、まず、今年度の補正予算をいただいて

おりまして、検討を始めるところでございます。 

 進んでいただきまして、７ページをお願いいたします。７ページはＣＮＰ認証の創設に向

けた検討でございます。ＣＮＰ認証につきましては、しっかりと取組をされている方の取組

努力を客観的に評価するという観点から、極めて重要な取組だと考えております。まず、コ

ンテナターミナルをベースとしまして、認証制度の立ち上げを行っているところでござい

まして、少し小さい字ではございますけれども、右側にございますように、取組の段階に応

じた多段階の評価ができるような枠組みを検討しているところでございまして、既に試行

を行ったところでございます。右下にございますように、東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、
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博多、ロサンゼルスの国内・海外の各港で試行を行っておりまして、これを踏まえまして、

現在、制度の見直しを行っております。来年度、さらに試行を行いまして、制度の運用開始

を想定しているところでございます。 

 進んでいただきまして、次のページをお願いいたします。資料６－２でございます。資料

６－２につきましては、経済産業省が今国会に提出しております、水素社会推進法案でござ

います。こちらにつきましては、青の四角、背景・法律の概要にございますように、２０５

０年のカーボンニュートラルの実現に向けましては、水素等のサプライチェーンが必要で

あるということ。そして、これを国が前面に立って、しっかりと低炭素水素等の供給利用を

早期に実現するという枠組みが必要だという前提の下で提出されている法案でございまし

て、港湾と関わりがある場合など、国土交通省も関わって参ります。 

 国土交通省の関わりといたしましては、１．の真ん中にございますように、基本方針の策

定に関わること、次いで事業者が策定している計画で港湾等に関わりがあるものについて

は認定に関わるということ、そして具体的な動きをスピードアップするという観点から、港

湾法等の特例を用いまして事業者の動きを促進するということ、こちらになっております。 

 私からの説明は以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。それでは、本件につきまして御質問などがござ

いましたら、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか。 

【委員】  御説明いただきまして、大変ありがとうございます。水素の取組は大変関心を

持っておりまして。７ページの試行対象のコンテナターミナルですけれども、これは、北海

道は入らないということでよろしいでしょうか。今後、将来的には北海道も入ってくるとい

う認識でよろしいんでしょうか。 

 それから、陸上においては中京圏と関東圏が水素ステーションは集中して４９か所、５０

か所と、非常に多くて、あと関西が次いで多いという状況ですけれども、港湾においては輸

入拠点と二次輸送拠点、それぞれ必要となる施設配置の検討ということで、輸入拠点がどこ

と決まっていて、あと２次輸送拠点がどこになるのか、この辺りのところも十分把握してい

ないので教えていただきたいと思います。最初に伺った北海道についてはどうなのかとい

うところもお願いいたします。 

【産業港湾課長】  御質問いただきまして、ありがとうございます。１点目の認証を行っ

たターミナルでございますけど、まず、枠組みをつくるという観点から、まず、コンテナ取

扱貨物の多い港から始めております。先ほど申しました、この後、追加的な港で試行を行う
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中に、それ以外の港湾も含まれてまいりますので、まだどこでというのは決まっておりませ

んけれども、ここに出ているのは第１弾として実施した港と理解をしていただければと思

います。 

 ２点目の質問でございますけれども、６ページの内容かと思いますけれども、拠点とその

後の２次輸送される港につきましては、まだこれからになってまいります。一番最初の、先

ほどの経産省が提出している法案にもございますけれども、まず供給する事業者、そして利

用する事業者が決まって進んでくると思いますが、しっかりと我々もフォローしてやって

いきたいと思っております。またよろしくお願いします。 

【委員】  御説明いただきましてありがとうございます。承知しました。 

【分科会長】  他いかがでしょうか。 

【委員】  ありがとうございました。御存じだと思いますけれども、外貿については、こ

こ１、２年、船会社も、２０５０年に向けて、以前の重油から新しい燃料にということで、

１、２年前まではＬＮＧが中心だったものがここに来てメタノールに大分移行していって、

将来はアンモニアもあるのではないかと言われています、あと御存じのとおり、今年の１月

からＥＵ－ＥＴＳ制度が外貿船についてもかかるようになって船会社もその辺のコストが

大幅に上がるなかで、船会社もここ１、２年の間で、投資ができるような状況にあり、新し

い船舶にどんどん切り替えています。今回の御説明の中にもターミナルに出入りする船舶

の短炭素化を支える取組ということで、今後は燃料の供給というのも重要になってくると

思います。今後やっていかれると思いますが、どういうふうに国としてこの供給について、

各港湾に任せるのか、方向性を持っていくのか、そのときの燃料も、ＬＮＧ、メタノール、

アンモニアとある中で、荷主も、そういう新燃料を使っている船会社を選択するという動き

が欧米の荷主を中心に大分動いていると認識しておりますので、供給というところについ

ても力を入れていただかないと、日本の港への寄港というところに影響が出るのではない

かと少し懸念をしております。その辺の状況を教えていただければと思います。 

【分科会長】  お願いします。 

【産業港湾課長】  御質問いただきましてありがとうございます。まさにお話がございま

したように、しっかりとバンカリングができるということが、日本の港の競争力を保つ上で

必要だと考えております。先ほど、既に進んでいると言っていただいたＬＮＧバンカリング

については、まさにそういうことがあって始まった取組だと考えております。 

 今、具体的に話を聞かせていただいているところで言いますと、こちらも言及があったと
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ころですけれども、メタノールだったり、アンモニアだったりございまして、バンカリング

ができないことによって日本の競争力が低下するようなことがあってはいけないので、事

業者さんと、あと関連する機関、海上保安庁、海事局あるいは資源エネルギー庁などと調整

させていただきながら、必要なところについては、しっかりバンカリングできるようにして

いくということを前提に進めているところでございます。以上です。 

【分科会長】  よろしいですか。いいですか。では。 

【理事】  資料で５ページの荷役機械、水素等燃料を利用する荷役機械に関するところで

す。今現在は、実証試験段階の取扱いだと思いますが、今後、実際にその実証試験を踏まえ

て、今後脱炭素型の荷役機械の導入を目指す段階になった時、支援制度などをいろいろ検討

していただけるのかどうかについて教えていただきたいと思います。 

【分科会長】  お願いできますか。 

【産業港湾課長】  ありがとうございます。現在は、一定のものにつきましては、環境省

だったり、経済産業省だったりの支援がございますけれども、必要なもので我々がやるべき

ものについては、おっしゃるとおり対応していかなければいけないと思っているところで

す。ただ具体的な制度については、まだこれからということになります。 

【分科会長】  よろしいですか。オンラインもよろしいですか。 

 この分野はもう一つ既に、人材の育成、本当に現場は困っているんですね。メディアにし

ていかないからね。みんなやって、すぐに解決するものではないですけど、どうもありがと

うございました。 

 それでは、以上で本日の議事は終了いたしましたので、事務局に進行をお返しいたします。 

【総務課長】  委員の皆様には長時間にわたりまして御審議ありがとうございました。次

回、第９３回の港湾分科会ですけれども、６月を予定してございます。改めて日程の調整を

させていただきます。 

 以上をもちまして、本日の港湾分科会を閉会いたします。ありがとうございました。 

 

── 了 ── 


